
議案第  号号

　（総　則）

第１条　令和７年度盛岡市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

せん

㎥

㎥

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（資本的収入及び支出）

　分損益勘定留保資金等 2,108,827千円で補塡するものとする。）。

第３項 負 担 金 23,036千円

第４項 出 資 金 296,215千円

第１項 企 業 債 1,621,000千円

第２項 工 事 負 担 金 229,807千円

収 入

第１款 資 本 的 収 入 3,028,453千円

第４項 予 備 費 10,000千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

　不足する額 2,737,008千円は、減債積立金 499,536千円、建設改良積立金 128,645千円及び当年度

第３項 特 別 損 失 2,390千円

支 出

第１款 事 業 費 6,400,851千円

第１項 営 業 費 用 6,221,912千円

特 別 利 益 1千円

第１款 事 業 収 益 7,755,700千円

第１項 営 業 収 益 6,735,998千円

第２項 営 業 外 費 用 166,549千円

令 和 ７ 年 度 盛 岡 市 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 せ ん 数

年 間 総 配 水 量

2,823,878千円

浄配水場施設整備事業 2,205,285千円

収 入

一日平均配水量

主な建設改良事業 配給水施設整備事業

第２項 営 業 外 収 益 1,019,701千円

第３項
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　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

米内浄水場松園送水ポンプ１～４号整備修繕
に必要とする経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　 　　   157,000千円

令和９年度

刈屋地区配水管布設(第７工区)工事に必要と
する経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　　　　  360,000千円

令和８年度

新庄浄水場ろ過水バイパス流量指示調節計修
繕に必要とする経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　 　　　     3,000千円

令和８年度

繋配水場水位切替コントローラ修繕に必要と
する経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　 　　　   3,000千円

令和８年度

新庄浄水場導水管更新外工事に必要とする経
費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　　　 　 620,000千円

令和８年度

東見前５地割外地内配水管布設工事に必要と
する経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　　　　  163,000千円

令和８年度

給水装置工事資金の融資に係る損失補償につ
いての債務負担
　　　　　　　　　　　　（令和７年度分）

令和７年度 給水装置工事資金融資額に係る損失補
償額令和12年度

前潟二丁目外地内配水幹線推進(鉄道横断)工
事に必要とする経費についての債務負担
                    　　（令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　　 　   269,000千円

令和８年度

上下水道局電話交換機賃貸借に必要とする経
費についての債務負担
　　　　　　　　　　　　（令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　　　　 　67,300千円

令和12年度

事 項 期 間 限 度 額

給水装置工事資金の融資に伴う利子補給につ
いての債務負担
　　　　　　　　　　　　（令和７年度分）

令和７年度 給水装置工事資金融資額に対する年利
10.0％以内の利子補給額令和12年度

長橋町外地内配水幹線布設工事に必要とする
経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　　　　  244,000千円

令和８年度

第４項 投資その他の資産 200,000千円

第２項 企 業 債 償 還 金 499,536千円

第３項 返 還 金 1,000千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 5,765,461千円

第１項 建 設 改 良 費 5,064,925千円

第５項 国 庫 補 助 金 658,393千円

第６項 固定資産売却代金 200,002千円
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　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　(1) 収益的支出第１款事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用又は第３項特別損失に

　　係る予算額に過不足を生じた場合における各項の間の流用

1,621,000千円

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 借入先　財務省、銀行そ
   の他ああああああああ
 借入方法　証書借入又は
   証券発行○○○○○○
 借入時期　令和７年度○
     ただし、財政の都合
   等により起債金額の全
   部又は一部を翌年度に
   繰り延べて起債するこ
  とができる。○○○○

年 4.0％以内
　（ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る資金につい
て、利率の見
直しを行った
後においては
当該見直し後
の利率）ああ

 　政府資金その他
借入先の融資条件
による。ＱＱＱＱ
  ただし、財政又
は借入先の都合並
びに金融の状態に
より繰り上げ償還
し、又は償還年限
を短縮し若しくは
低利に借換えする
ことができる。Ｑ

合 計

配 水 管 整 備 事 業 債 1,334,000千円

浄配水場施設整備事業債 287,000千円

新庄浄水場外監視制御装置IP化工事に必要と
する経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　　 　　  42,000千円

令和８年度

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

　　　　　　　　 　　 118,000千円

　　　　　　　　 　　 131,000千円

　　　　　　　　 　　 116,000千円

　　　　　　　　 　　 387,000千円

中屋敷ポンプ場建設（造成）工事に必要とす
る経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

沢田浄水場運転管理業務委託に必要とする経
費についての債務負担
                        （令和７年度分）

中屋敷ポンプ場建設（水道配管）工事に必要
とする経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

新庄浄水場太陽光発電設備更新工事に必要と
する経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度

令和８年度

令和７年度

令和８年度

令和７年度

令和８年度

令和７年度

沢田浄水場外監視制御装置IP化工事に必要と
する経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　 　　　 262,000千円

令和９年度

米内浄水場外監視制御装置IP化工事に必要と
する経費についての債務負担
                        （令和７年度分）

令和７年度
　　　　　　　 　　　 106,000千円

令和９年度

令和12年度
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　(1) 職員給与費

　(2) 交　際　費

　（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、104,000千円と定める。

　（重要な資産の取得）

第11条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

　１　取得する資産

盛岡市長　内　舘　　　茂

令和７年２月20日提出

種　類 名　　称 数　量

車両運搬具 給水車〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  1 台

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

　れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

1,271,327千円

360千円

土      地 浄水場建設用地（上米内字中居外地内） 26千㎡
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事業収益

営業収益
主な営業活動による
収益

給 水 収 益 水道料金

他 会 計
負 担 金

消火栓維持管理費負担
金外

受 託 工 事
収 益

配水管施設等の工事受
託による収益

そ の 他 の
営 業 収 益

手数料及び負担金外

営 業 外
収 益

主な営業活動以外から
生ずる収益

受 取 利 息
及び配当金

預金利息外

他 会 計
負 担 金

簡易水道統合事業費負
担金

補 助 金 災害復旧事業費補助金

長期前受金
戻 入

減価償却等による長期
前受金収益化分

下水道使用
料取扱事務
負 担 金

下水道使用料の徴収事
務受託による収益

雑 収 益 不用品売却収益外

特別利益

過年度損益
修 正 益

増 減

令和７年度盛岡市水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目
当　年　度
予　定　額
（千円）

前　年　度
予　定　額
（千円）

比　　較（千円）
備 考
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事 業 費

営業費用
主な営業活動に要す
る費用

原 水 及 び
浄 水 費

原水の取入れ並びに原
水のろ過滅菌に係る設
備の維持及び作業に要
する費用

配 水 費

配水池、配水管、その
他浄水の配水に係る設
備の維持及び作業に要
する費用

給 水 費

給水装置に附属する設
備(公設給水管を含む
の維持及び作業に要す
る費用

メ ー タ ー
関 係 費

水道メーター維持及び
作業に要する費用

漏水防止費
漏水防止作業に要する
費用

受託工事費
配給水管移設工事等の
工事受託に要する費用

業 務 費
検針並びに料金等の調
定及びその他業務の運
営に要する費用

総 係 費
事業活動の全般に関連
する費用

減価償却費
有形固定資産及び無形
固定資産の減価償却費

資産減耗費 有形固定資産の除却損

営 業 外
費 用

主な営業活動以外に要
する費用

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費

企業債利息及び一時借
入金利息

消費税及び
地方消費税

雑 支 出 水道料金還付外

特別損失 経常的費用以外の損失

固 定 資 産
売 却 損

車両売却損

過年度損益
修 正 損

過年度水道料金還付外

予 備 費

予 備 費

増 減

支　　　　　　　　　　出

款 項 目
当　年　度
予　定　額
（千円）

前　年　度
予　定　額
（千円）

比　　較（千円）
備 考
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資 本 的
収 入

企 業 債

建設企業債
配水管整備事業債
浄配水場施設整備事業
債

工 事
負 担 金

工事負担金
加入金及び一般工事負
担金

負 担 金

他 会 計
負 担 金

消火栓設置費負担金

出 資 金

他 会 計
出 資 金

安全対策事業出資金外

国 庫
補 助 金

国庫補助金
防衛施設周辺障害防止
事業補助金外

固定資産
売却代金

固 定 資 産
売 却 代 金

有価証券満期償還金外

備 考
増 減

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目
当　年　度
予　定　額
（千円）

前　年　度
予　定　額
（千円）

比　　較（千円）
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資 本 的
支 出

建 設
改 良 費

配 給 水
施 設 費

配給水施設の建設費及
び改良費

浄 配 水 場
施設整備費

浄配水場施設の建設費
及び改良費

そ の 他
施 設 費

その他施設の建設費及
び改良費

企 業 債
償 還 金

企 業 債
償 還 金

企業債償還元金

返 還 金

返 還 金 加入金返還金

投資その
他の資産

投 資
有 価 証 券

地方債外

備 考
増 減

支　　　　　　　　　　出

款 項 目
当　年　度
予　定　額
（千円）

前　年　度
予　定　額
（千円）

比　　較（千円）
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総括

－

△1 　－

備考　（　）内は、短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員について外書きしたものである。

ア 会計年度任用職員以外の職員

－

－

－

備考　（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

イ 会計年度任用職員

－

－　

△1 －

備考　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたものである。

（千円）

(千円)

3,948　728　

－

△249　

3,699　

(千円)

奨 励 手 当
(千円)

職 員 手 当　(千円)

－  △96　

超 過 勤 務 手 当通 勤 手 当
(千円) (千円)

330　

△1,806　
－

28,482　
－

26,676　
－

3,104　

3,158　

期 末 手 当

△54　

728　 234　

－

－

△2,130 

（千円） （千円）（千円） (千円)

△399　

8,164　

7,765　

住 居 手 当 業 務 手 当

企　　業　　職　(人) 給　　　料　(千円)

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費職　　員　　数　(人)

通 勤 手 当

特　　別　　職　(人)

扶 養 手 当

△90 

545,270　

超 過 勤 務 手 当 休 日 給

19,824　

1　

－　
－

525,446　

住 居 手 当 通 勤 手 当 業 務 手 当 超 過 勤 務 手 当 休 日 給

給 与 費

(千円)

△2,130 

前　年　度 553,928　

区 分
職　　員　　数　(人)

本　年　度

特　　別　　職　(人) 企　　業　　職　(人) 給　　　料　(千円)

571,946　

1　

職 員 手 当　(千円)

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

比　　　較 18,018　
－

扶 養 手 当
（千円）

－

△90 

（千円） (千円) （千円） （千円）

職　　員　　数　(人) 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

職 員 手 当　(千円)特　　別　　職　(人) 企　　業　　職　(人) 給　　　料　(千円)

比　　　較

区 分

区 分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

本　年　度

前　年　度

比　　　較

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職員手当の内訳

区 分

区 分

本　年　度職員手当の内訳

区 分

本　年　度

前　年　度

職員手当の内訳

前　年　度

比　　　較
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－

－

△2,205　

36,646　

34,441　

△642 

(千円) (千円)(千円) (千円)勤務手当(千円)

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

　計　　　　(千円)

管 理 職 手 当管 理 職 員 特 別 期 末 手 当 奨 励 手 当宿 日 直 手 当

明 細 書

　計　　　　(千円)

法 定 福 利 費

(千円)　

宿 日 直 手 当

合 計

(千円)　

引 当 金 繰 入 額

(千円)　

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

△612 

(千円) 勤務手当(千円)
管 理 職 員 特 別 管 理 職 手 当 期 末 手 当 奨 励 手 当 寒 冷 地 手 当

(千円)(千円)(千円)

△642 △315 

(千円)　

合 計

(千円)　

引 当 金 繰 入 額

(千円)　

法 定 福 利 費

(千円)

△66 

(千円)
寒 冷 地 手 当

△4,036　

44,402　

△200　

3,862　

3,662　

△1,631　

7,930　

6,299　

48,438　

(千円)　(千円)　(千円)　

合 計給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額

　計　　　　(千円)
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　２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 説　　 　 　 　 　  　 　明 備　　　　 　  　  　 　　　　　　　   　 　 　 　  　 　  　 　　　　考

給　　料 １　給与改定に伴う増減分

２　昇給に伴う増加分

３　その他の増減分 △5,198  新陳代謝に伴う増減分

 その他調整分

職員手当 １　制度改正に伴う増減分

1,038千円

4,900千円

1,688千円

２　その他の増減分

 増　減　額(千円) 増  減  事  由  別  内  訳  (千円)

△ 4,532千円

 扶養手当の改定に伴う増減分

△ 666千円

 奨励手当の改定に伴う増加分

 寒冷地手当の改定に伴う増加分

– 12 –



備　　　　 　  　  　 　　　　　　　   　 　 　 　  　 　  　 　　　　考

　昇給対象者 人

　年間支給割合　2.10月(改定前2.00月)

　配偶者　月額　3,000円（改定前　6,500円）、子　１人につき月額11,500円（改定前　10,000円）　等

　扶養親族のある職員　月額19,800円（改定前　17,800円）、定年前再任用短時間勤務職員等への支給　等
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　３　給料及び職員手当の状況

　　(1)　職員１人当たり給与

平 均 給 料 月 額 (円)

令和 7 年 1 月 1 日

現 　　　 　　 　在
平 均 給 与 月 額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

平 均 給 料 月 額 (円)

令和 6 年 1 月 1 日

現 　　　 　　 　在
平 均 給 与 月 額 (円)

平 均 年 齢 (歳)

　　(2)　初　任　給

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

区　　 　  　 分
（令和７年１月１日現在）

 企　 業 　職 (円)
一 般 行 政 職  (円)

一 般 会 計 の 制 度

区　　 　  　 分 企 業 職
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　　(3)　級別職員数

　　（級別の標準的な職務内容）

　　(4)　昇　給

区　　　　　　分
企 業 職

級 職　員　数 (人) 構　成　比 (％)

(－)

(－) (－)

(－)

(－)

(－)

(－)

(－)

現　　 　　　　  在
(－) (－)

令和 7 年 1 月 1 日

(－)

(－)

(－)

(－)

計
(－)

(－)

(－)

(－)
　　　　　　　 － 　　　　　　　 －

(－)

(－)
令和 6 年 1 月 1 日

(－)

(－) (－)

(－) (－)

(－)

(－)(－)

(－) (－)
現　　 　　　　  在

(－)
　　　　　　　 － 　　　　　　　 －

(－)(－)

計
(－)

(－)

(－)

企 業 職
主 事
技 師

主 事
技 師

係 長
主 任

級 級 級区　　 分

次 長 部 長

級級 級

係 長 課 長

級 級

企 業 職

課長補佐

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

前

年

度
(人) －

(人)

6号給 －

職 員 数

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

8号給

4号給

3号給 (人)

(人)

－

比　　　　　率　　　(B)/(A) (％)

(人)

－

4号給 (人)

－

－

－

(人)

2号給 (人) －

本

年

度

職 員 数 (人)

号 給 数 別 内 訳

2号給 (人)

6号給 (人)

3号給

昇 給 に 係 る 職 員 数 (人)

(人)

比　　　　　率　　　(B)/(A) (％)

8号給 (人)
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　　(5)　業務手当

(％)

(％)

平均支給月額 (円)

　　(6)　期末手当・奨励手当

　( 1.200

　( 1.175

　　(7)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支 給 率 等

一般会計の制度

　　(8)　その他の手当

備考１　「(3)　級別職員数」の（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

　　２　「(6)　期末手当・奨励手当」の（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員等の支給率を記載したものである。

区　　　　　　　　　分

支 給 対 象 職 員 の 比 率
(令和 7 年 1 月 1 日現在)

支給対象職員１人当たり

企 業 職

職制上の段階
職務の級等に
よる加算措置

備　　考
(月分)

支給率計

給料総額に対する比率

 現場作業手当・有害物取扱手当代 表 的 な 業 務 手 当 の 名 称

25年勤続の者
(月分)(月分)

支給期別支給率

6月(月分)
区　　　分

12月(月分)

本 年 度

前 年 度

20年勤続の者

　 ( 1.200

一般会計の制度

区 分

有

35年勤続の者

有

(月分)(月分)

　 ( 1.175

そ の 他 の
加 算 措 置 等

最 高 限 度
備 考

－

－

－

差 異 の 内 容

上　　　に　　　同　　　じ

通 勤 手 当

同  　　じ

同  　　じ

同  　　じ

扶 養 手 当

住 居 手 当

区 分 一般会計の制度との異同

上　　　に　　　同　　　じ

定年前早期退職
特例措置

、
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（単位　千円）　

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

給水装置工事資金の融
資に伴う利子補給につ
いての債務負担
　　（令和４年度分）

給水装置工事
資金融資額に
対する年利
10.0％以内の
利子補給額

令和４年度から
令和６年度まで

令和７年度から
令和９年度まで

給水装置工事資金の融
資に係る損失補償につ
いての債務負担
　　（令和４年度分）

給水装置工事
資金融資額に
係る損失補償
額

令和４年度から
令和６年度まで

令和７年度から
令和９年度まで

出資金
国　 庫
補助金

損益勘定
留保資金等

左の財源内訳

沢田浄水場運転管理業
務委託に必要とする経
費についての債務負担
　　（令和２年度分）

令和２年度から
令和６年度まで

令和７年度

水道料金等徴収業務委
託に必要とする経費に
ついての債務負担
　　（令和元年度分）

企業債

水道料金等徴収業務委
託に必要とする経費に
ついての債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度
令和７年度から
令和12年度まで

中津川取水場非常用自
家発電設備設置工事に
必要とする経費につい
ての債務負担
　　（令和５年度分）

令和５年度から
令和６年度まで

令和７年度

給水装置工事資金の融
資に係る損失補償につ
いての債務負担
　　（令和６年度分）

給水装置工事
資金融資額に
係る損失補償
額

令和６年度
令和７年度から
令和11年度まで

給水装置工事資金の融
資に伴う利子補給につ
いての債務負担
　　（令和６年度分）

給水装置工事
資金融資額に
対する年利
10.0％以内の
利子補給額

令和６年度
令和７年度から
令和11年度まで

米内浄水場中央監視制
御装置機能増設工事に
必要とする経費につい
ての債務負担
　　（令和５年度分）

令和５年度から
令和６年度まで

令和７年度

沢田浄水場脱水機更新
（電気設備）工事に必
要とする経費について
の債務負担
　　（令和５年度分）

令和５年度から
令和６年度まで

令和７年度

沢田浄水場脱水機更新
（機械設備）工事に必
要とする経費について
の債務負担
　　（令和５年度分）

令和５年度から
令和６年度まで

令和７年度

米内浄水場非常用自家
発電設備設置工事に必
要とする経費について
の債務負担
　　（令和５年度分）

令和５年度から
令和６年度まで

令和７年度

令和元年度から
令和６年度まで

令和７年度

図面情報管理システム
賃貸借に必要とする経
費についての債務負担
    （令和５年度分）

令和５年度から
令和６年度まで

令和７年度から
令和10年度まで

中津川取水場導水ポン
プ制御インバータその
２修繕に必要とする経
費についての債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度 令和７年度

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

米内浄水場・中屋敷浄
水場運転管理業務委託
に必要とする経費につ
いての債務負担
    （令和４年度分）

令和４年度から
令和６年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

期 間 金 額 期 間 金 額
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（単位　千円）　

出資金
国　 庫
補助金

損益勘定
留保資金等

左の財源内訳

企業債
事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

期 間 金 額 期 間 金 額

令和７年度から
令和12年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

給水装置工事資金の融
資に伴う利子補給につ
いての債務負担
　　（令和７年度分）

給水装置工事
資金融資額に
対する年利
10.0％以内の
利子補給額

令和７年度から
令和12年度まで

給水装置工事資金の融
資に係る損失補償につ
いての債務負担
　　（令和７年度分）

給水装置工事
資金融資額に
係る損失補償
額

令和７年度から
令和12年度まで

上下水道局電話交換機
賃貸借に必要とする経
費についての債務負担
　　（令和７年度分）

前潟二丁目外地内配水
幹線推進(鉄道横断)工
事に必要とする経費に
ついての債務負担
　　（令和７年度分）

中津川取水場監視制御
装置改造工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度 令和７年度

松園配水場無停電電源
装置更新工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度 令和７年度

(仮称)中屋敷ポンプ場
建設(水道電気設備)工
事に必要とする経費に
ついての債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度
令和７年度から
令和８年度まで

(仮称)中屋敷ポンプ場
建設(水道機械設備)工
事に必要とする経費に
ついての債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度
令和７年度から
令和８年度まで

(仮称)中屋敷ポンプ場
建設(建築)工事に必要
とする経費についての
債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度
令和７年度から
令和８年度まで

(仮称)中屋敷ポンプ場
建設(建築)工事監理業
務に必要とする経費に
ついての債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度
令和７年度から
令和８年度まで

米内浄水場更新基本設
計等業務委託に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度
令和７年度から
令和８年度まで

材木町外地内配水管布
設替工事に必要とする
経費についての債務負
担
　　（令和６年度分）

令和６年度 令和７年度

刈屋地区配水管布設
（第６工区）工事に必
要とする経費について
の債務負担
    （令和６年度分）

令和６年度 令和７年度

新庄浄水場警備業務に
必要とする経費につい
ての債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度 令和７年度

上下水道局本庁舎等建
物清掃業務に必要とす
る経費についての債務
負担
　　（令和６年度分）

令和６年度 令和７年度

浄水場等建物清掃業務
に必要とする経費につ
いての債務負担
　　（令和６年度分）

令和６年度 令和７年度
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（単位　千円）　

出資金
国　 庫
補助金

損益勘定
留保資金等

左の財源内訳

企業債
事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

期 間 金 額 期 間 金 額

令和７年度から
令和12年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和９年度まで

令和７年度から
令和９年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和８年度まで

令和７年度から
令和９年度まで

刈屋地区配水管布設(第
７工区)工事に必要とす
る経費についての債務
負担
　　（令和７年度分）

新庄浄水場導水管更新
外工事に必要とする経
費についての債務負担
　　（令和７年度分）

新庄浄水場太陽光発電
設備更新工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和７年度分）

沢田浄水場運転管理業
務委託に必要とする経
費についての債務負担
　　（令和７年度分）

新庄浄水場ろ過水バイ
パス流量指示調節計修
繕に必要とする経費に
ついての債務負担
　　（令和７年度分）

繋配水場水位切替コン
トローラ修繕に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和７年度分）

米内浄水場松園送水ポ
ンプ１～４号整備修繕
に必要とする経費につ
いての債務負担
　　（令和７年度分）

米内浄水場外監視制御
装置IP化工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和７年度分）

沢田浄水場外監視制御
装置IP化工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和７年度分）

新庄浄水場外監視制御
装置IP化工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和７年度分）

中屋敷ポンプ場建設
（造成）工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和７年度分）

中屋敷ポンプ場建設
（水道配管）工事に必
要とする経費について
の債務負担
　　（令和７年度分）

長橋町外地内配水幹線
布設工事に必要とする
経費についての債務負
担
　　（令和７年度分）

東見前５地割外地内配
水管布設工事に必要と
する経費についての債
務負担
　　（令和７年度分）
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（単位　千円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

ア 土地 3,622,373 3,087,244

イ 立木 16,465 16,465

ウ 建物 4,771,663 4,439,328

減価償却累計額 △ 2,426,569 2,345,094 △ 2,342,305 2,097,023

エ 建物附属設備 1,016,282 1,016,282

減価償却累計額 △ 848,588 167,694 △ 832,793 183,489

オ 構築物 95,451,058 92,967,376

減価償却累計額 △ 47,604,185 47,846,873 △ 46,017,613 46,949,763

カ 機械及び装置 16,881,082 16,017,525

減価償却累計額 △ 11,697,029 5,184,053 △ 11,472,712 4,544,813

キ 車両運搬具 232,538 204,714

減価償却累計額 △ 176,381 56,157 △ 169,854 34,860

ク 工具器具備品 391,187 389,719

減価償却累計額 △ 319,597 71,590 △ 298,530 91,189

ケ 1,283,559 1,429,649

有形固定資産合計 60,593,858 58,434,495

(2) 無形固定資産

ア ダム使用権 2,086,890 2,150,290

イ 電話加入権 2,866 2,866

無形固定資産合計 2,089,756 2,153,156

(3) 投資その他の資産

ア 投資有価証券 6,100,000 6,600,000

投資その他の資産合計 6,100,000 6,600,000

固定資産合計 68,783,614 67,187,651

2 流動資産

(1) 現金預金 8,224,826 8,194,954

(2) 未収金 593,570 609,037

貸倒引当金 △ 14,321 579,249 △ 15,132 593,905

(3) 有価証券 700,000 200,000

(4) 貯蔵品 198,925 148,371

流動資産合計 9,703,000 9,137,230

資産合計 78,486,614 76,324,881

令和７年度盛岡市水道事業予定貸借対照表

令    和    ７    年    度 令　　　和　　　６ 　　年　　　度

（令和 ８年 ３月 31日） （令和 ７年 ３月 31日）

資資  　　  産産  　　  のの    　　部部

有形固定資産
建 設 仮 勘 定
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3 固定負債

(1) 企業債

ア 3,195,974 1,948,366

企業債合計 3,195,974 1,948,366

(2) 引当金

ア 退職給付引当金 1,190,069 1,071,143

イ 修繕引当金 2,466,432 2,908,683

引当金合計 3,656,501 3,979,826

固定負債合計 6,852,475 5,928,192

4 流動負債

(1) 企業債

ア 373,393 499,535

企業債合計 373,393 499,535

(2) 未払金 1,447,710 1,517,178

(3) 引当金

ア 賞与引当金 77,538 78,195

イ 法定福利費引当金 15,208 15,340

引当金合計 92,746 93,535

(4) その他流動負債 387,809 389,216

流動負債合計 2,301,658 2,499,464

5 繰延収益

(1) 長期前受金 35,330,417 34,556,526

収益化累計額 △ 19,115,611 △ 18,391,823

繰延収益合計 16,214,806 16,164,703

負債合計 25,368,939 24,592,359

6 資本金 46,660,700 43,797,833

7 剰余金

(1) 資本剰余金

ア 国庫、県補助金 46,356 46,356

イ 工事負担金 1,853,280 1,853,280

ウ 受贈財産評価額 736,850 736,850

エ 寄附金 160 160

オ その他資本剰余金 14,142 14,142

資本剰余金合計 2,650,788 2,650,788

負負    　　債債    　　のの　　    部部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

資資　　    本本　　    のの　　    部部
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(2) 利益剰余金

ア 減債積立金 373,392 499,535

イ 建設改良積立金 1,375,676 1,077,542

ウ 災害対策準備金 340,000 340,000

エ 1,717,119 3,366,824

利益剰余金合計 3,806,187 5,283,901

剰余金合計 6,456,975 7,934,689

資本合計 53,117,675 51,732,522

負債資本合計 78,486,614 76,324,881

当年度未処分
利 益 剰 余 金
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令和６年度盛岡市水道事業会計予定損益計算書

（令和６年４月１日から　令和７年３月31日まで）

（単位　千円）

営業収益

(1) 給水収益 6,028,349

(2) 他会計負担金 42,641

(3) 受託事業収益 25,811

(4) その他の営業収益 45,517 6,142,318

営業費用

(1) 原水及び浄水費 1,388,795

(2) 配水費 390,020

(3) 給水費 233,535

(4) メーター関係費 271,437

(5) 漏水防止費 174,067

(6) 受託工事費 17,061

(7) 業務費 436,328

(8) 総係費 583,401

(9) 減価償却費 2,362,450

362,020 6,219,114

営業損失 76,796

営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 24,900

(2) 他会計負担金 340

(3) 補助金 1,916

(4) 長期前受金戻入 715,455

(5) 下水道使用料取扱事務負担金 167,837

(6) 雑収益 55,229 965,677

営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 63,733

(2) 雑支出 20,084 83,817 881,860

経常利益 805,064

特別利益

(1) 固定資産売却益 579

(2) 過年度損益修正益 1

(3) その他特別利益 32 612

特別損失

(1) 固定資産売却損 1,928

(2) 固定資産譲渡損 589

(3) 過年度損益修正損 2,987 5,504 △ 4,892

当年度純利益 800,172

その他未処分利益剰余金変動額 2,566,652

当年度未処分利益剰余金 3,366,824

６

１

２

(10)　資産減耗費

３

４

５
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注　　　記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　　ア　有価証券の評価基準

        満期保有目的の国債等は償却原価法（定額法）によっている。

　　イ　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　先入先出法による原価法によっている。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産

　　　　量水器を除く資産　定額法によっている。

　　　　量水器　取替法によっている。

　　イ　無形固定資産　定額法によっている。

  (3) 引当金の計上基準

　　ア　賞与引当金・法定福利費引当金

        職員の期末手当及び奨励手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払い

      に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事

      業年度の負担に属する額を計上している。

　　イ　退職給付引当金

        職員の退職手当の支給に備えるため、毎事業年度末における退職手当の要支給額に相当す

      る金額から他会計が負担すると見込まれる額を控除した額を計上している。

　　ウ　貸倒引当金

        債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

  (4) その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　　ア　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。
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２　予定貸借対照表に関する注記

  (1) 企業債の償還に係る他会計負担金見込額

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（１年以内の償還予定のものも含む）のうち、企業

    債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担すると見込まれる額は、11,698千円である。

３　その他の注記

　(1) 新会計基準移行に係る経過措置

　　ア　修繕引当金に係る経過措置

　　 　 平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩

　 　 すこととする。

　(2) 引当金の取崩し

　　ア　賞与引当金・法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び奨励手当を支給するため、賞与引当金78,630千円を取り崩す。また、

　　　手当の支給に伴い発生する法定福利費を支払うため、法定福利費引当金15,472千円を取り

　　　崩す。

　　イ　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当を支給するため、退職給付引当金36,544千円を取り崩す。

　　ウ　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失が見込まれるため、貸倒引当金 3,255千円を取り崩す。

　　エ　修繕引当金

　　　　修繕費用を支出するため、修繕引当金 442,251千円を取り崩す。
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令和７年度盛岡市水道事業会計予算説明資料

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

事業収益

営業収益 △56,405

給 水 収 益 △57,504 給 水 収 益

他 会 計 負 担 金
一 般 会 計
負 担 金

受 託 工 事 収 益 △145
受 託 工 事
収 益

給 水 工 事 料

そ の 他 の
営 業 収 益

手 数 料

負 担 金 庁舎管理負担金外

遅 延 損 害 金 給水収益遅延損害金

営 業 外
収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

有 価 証 券
利 息

貸 付 金 利 息

他 会 計
負 担 金

△63
一 般 会 計
負 担 金

補 助 金
国 庫
補 助 金

長 期 前 受 金
戻 入

長 期 前 受 金
戻 入

下 水 道 使 用 料
取 扱 事 務
負 担 金

使 用 料
取 扱 事 務
負 担 金

雑 収 益
不 用 品
売 却 収 益

そ の 他 の
雑 収 益

特別利益

過 年 度 損 益
修 正 益

過 年 度 損 益
修 正 益

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

災害復旧事業費補助金

給水工事設計審査手数料外

他会計貸付金利息

減価償却等による長期前受金収益化
分

簡易水道統合事業費負担金

水道料金

配水管施設等の工事受託収益

消火栓維持管理費負担金外

下水道使用料徴収事務受託による収
益

水道メーター交換差益外

不動産賃貸料外
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支　　　　　　　出

（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

事 業 費 △341,411

営業費用 △342,856

原水及び浄水費 △424,823 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費 職員共済組合負担金外

法 定 福 利 費
引当金繰入額

旅 費 及 び
交 通 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

路 面 復 旧 費

薬 品 費

材 料 費

食 糧 費

厚 生 費

租 税 公 課

保 険 料

配 水 費 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

旅費

電話専用線使用料外

浄水場施設維持管理業務委託料外

浄水処理汚泥土壌分析手数料外

複写機及び電算機器借上料外

水道水源保護審議会委員報酬外

会計年度任用職員以外の職員42人
会計年度任用職員２人

職員手当

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

脱水機整備修繕外

取水場及び浄水場動力費

原水処理及び滅菌薬品費

浄水場施設維持修繕材料外

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

舗装道路路面復旧工事費

会計年度任用職員以外の職員11人
会計年度任用職員１人

職員手当

賞与引当金繰入額

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金外

自動車重量税

自動車損害共済分担金外

運転管理業務委託受託候補者選定委
員昼食代外

残留塩素測定謝礼外

庁用及び作業用等備消品費

作業服外

作業用及び車両用等燃料費

電灯料外
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（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

旅 費 及 び
交 通 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

路 面 復 旧 費

材 料 費

工 事 請 負 費

厚 生 費

租 税 公 課

保 険 料

給 水 費 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

旅 費 及 び
交 通 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

電話専用線使用料外

作業服外

庁用及び作業用等備消品費

作業用及び車両用等燃料費

電灯料外

自動車重量税

職員共済組合負担金外

配水場及びポンプ場動力費

配水管維持修繕材料外

配水管充填他工事外

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金

自動車損害共済分担金外

舗装道路路面復旧工事費

旅費

職員共済組合負担金外

法定福利費引当金繰入額

配水場等施設維持管理業務委託料外

酸素濃度計校正手数料外

複写機及び電算機器借上料外

配水管等修繕工事外

着ぐるみクリーニングにかかる運搬
費

会計年度任用職員以外の職員20人
会計年度任用職員２人

職員手当

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

旅費

作業服外

庁用及び作業用等備消品費

車両用燃料費

諸伝票印刷費外

水道料金
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（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

材 料 費

厚 生 費

租 税 公 課

保 険 料

メーター関係費 △23,938 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

材 料 費

厚 生 費

租 税 公 課

保 険 料

漏 水 防 止 費 △1,181 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

会計年度任用職員以外の職員３人
会計年度任用職員２人

職員手当

賞与引当金繰入額

職員共済組合負担金外

給水管等維持修繕材料

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金

自動車重量税

自動車損害共済分担金外

冬期水道凍結対応業務委託料外

ソフトタンク洗浄料外

複写機借上料外

給水管等修繕工事外

舗装道路路面復旧工事費

水道メーター検定満期交換業務委託
料外

水道メーター通水試験手数料

複写機借上料

水道メーター修繕工事外

水道メーター交換用材料

自動車損害共済分担金外

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金

自動車重量税

法定福利費引当金繰入額

作業服外

庁用及び作業用等備消品費

車両用燃料費

電灯料

会計年度任用職員以外の職員８人

職員手当

賞与引当金繰入額

職員共済組合負担金

法定福利費引当金繰入額
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（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

材 料 費

厚 生 費

租 税 公 課

保 険 料

受 託 工 事 費 △41 修 繕 費

路 面 復 旧 費

材 料 費

業 務 費 △2,884 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

修 繕 費

厚 生 費

庁用及び作業用等備消品費

車両用燃料費

配水監視機器等電気料

配水監視機器等通信費外

漏水調査業務委託料外

作業服外

自動車重量税

自動車損害共済分担金外

配給水管移設等材料外

配給水管移設工事外

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金

酸素・硫化水素濃度計点検手数料

複写機及び電算機器借上料外

配給水管漏水修繕工事外

減圧弁部品外

舗装道路路面復旧工事費

水道料金等徴収業務委託料外

賞与引当金繰入額

職員共済組合負担金

法定福利費引当金繰入額

口座振替割引制度に伴う報償費

作業服外

舗装道路路面復旧工事費

会計年度任用職員以外の職員５人

職員手当

口座振替手数料外

車両修繕料

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金

庁用及び作業用等備消品費

車両用燃料費

後納郵便料
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（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

会 費 負 担 金

保 険 料

負 担 金

総 係 費 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

報 酬

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

旅 費 及 び
交 通 費

退 職 給 付 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

研 修 費

食 糧 費

交 際 費

厚 生 費

会 費 負 担 金

租 税 公 課

保 険 料

上下水道事業経営審議会委員報酬

職員共済組合負担金外

住民記録オンライン端末設置使用負
担金

会計年度任用職員以外の職員23人
会計年度任用職員４人

自動車損害共済分担金

職員手当

公共料金等暴力対策協議会負担金

記念誌印刷費外

電話料及び郵便料外

広報もりおか掲載料外

庁舎管理委託料及び電算機器保守委
託料外

下水道使用料外

旅費

退職給付引当金繰入額

研修講師謝金外

作業服外

庁用備消品費

庁用及び車両用燃料費

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

赤平ポンプ場解体撤去工事外

日本水道協会会費及びその他諸会議
等負担金外

自動車重量税外

建物総合損害共済保険料外

複写機及び電算機器借上料外

車両及び建物等修繕料

研修旅費及び研修受講料

緊急作業等に係る食糧費外

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金外

庁用電気料金外
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（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

補 助 金

負 担 金

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

減 価 償 却 費
有形固定資産
減 価 償 却 費

無形固定資産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △199,020
固 定 資 産
除 却 費

営 業 外
費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

△19,875 企 業 債 利 息

一 時 借 入 金
利 息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

雑 支 出 △2,568 還 付 加 算 金

雑 支 出 水道料金還付外

不 用 品
売 却 原 価

水道メーター売払

特別損失 △1,114

固 定 資 産
売 却 損

△300
固 定 資 産
売 却 損

過 年 度 損 益
修 正 損

△814
過 年 度 損 益
修 正 損

予 備 費

予 備 費 予 備 費

消費税及び地方消費税納付額

配水管布設替工事等に伴う配水管等
の除却費

車両売却損

企業債償還利息

水道料金還付外

鉛製給水管布設替え工事費補助金外

ダム維持管理負担金外

水道料金に係る貸倒引当金繰入額
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収　　　　　　　入

（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

資 本 的
収    入

企 業 債

建 設 企 業 債
配 水 管 整 備
事 業 債

建設改良事業債

浄配水場施設
整 備 事 業 債

工 事
負 担 金

△81,644

工 事 負 担 金 △81,644 加 入 金

そ の 他
工 事 負 担 金

負 担 金 △2,964

他 会 計 負 担 金 △2,964
一 般 会 計
負 担 金

出 資 金

他 会 計 出 資 金
他 会 計
出 資 金

国 庫
補 助 金

国 庫 補 助 金 国 庫 補 助 金

交 付 金

固定資産
売却代金

△100,001

固 定 資 産
売 却 代 金

△100,001
固 定 資 産
売 却 代 金

配水管移設補償負担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

消火栓設置費負担金

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

建設改良事業債

統合簡水出資金　3,215
安全対策事業出資金　293,000

防衛施設周辺障害防止事業補助金外

防災・安全交付金外

有価証券満期償還金外
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支　　　　　　　出

（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

資 本 的
支    出

△758,305

建 設
改 良 費

配 給 水 施 設 費 △295,492 給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

旅 費 及 び
交 通 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費 安全対策事業

経年管対策（更新）事業

能力増強事業外

補 償 費

厚 生 費

租 税 公 課

保 険 料

負 担 金

機 械 及 び
装 置 取 得 費

浄 配 水 場 施 設
整 備 費

給 料

諸 手 当

賞 与 引 当 金
繰 入 額

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引当金繰入額

被 服 費

委 託 料

会計年度任用職員以外の職員17人
会計年度任用職員１人

法定福利費引当金繰入額

重要給水施設配水管整備事業に係る
補償費

職員共済組合負担金

新庄浄水場新庄配水池（１号、２
号）耐震診断（動的解析）業務委託
外

作業服外

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金

自動車重量税

自動車損害共済分担金外

下田字生出袋外地内配水管添架負担
金外

新規メーター取付費　2,431個

会計年度任用職員以外の職員４人

職員手当

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

車両等修繕料外

下ノ橋町外地内配水幹線推進（河川
横断）工事設計業務委託外

複写機及び電算機器借上料外

旅費

作業服外

庁用及び作業用等備消品費

車両用燃料費

賞与引当金繰入額

職員手当

職員共済組合負担金

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額
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（単位　千円）

当 年 度 前 年 度 比 較 増 減

予 定 額 予 定 額 (△) 金　　額

款・項 目

各　　　　目　　　　説　　　　明

節 附　　　　　　　　記

手 数 料 不動産鑑定料

工 事 請 負 費

補 償 費

厚 生 費

土 地 取 得 費

そ の 他 施 設 費 △1,312
車 両 運 搬 具
取 得 費

給水車の購入外

工 具 器 具
備 品 取 得 費

企 業 債
償 還 金

△253,929

企 業 債 償 還 金 △253,929
企 業 債
償 還 金

返 還 金

返 還 金
工 事 負 担 金
返 還 金

投資その
他の資産

△800,000

投 資 有 価 証 券 △800,000 地 方 債 等

水質検査機器の購入外

地方債外

米内浄水場更新用地の購入

企業債償還元金

加入金返還金

沢田浄水場脱水機更新（機械設備）
工事外

土地購入に係る補償費

岩手県市町村職員健康福利機構補助
金
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区分 工 事 名 等 事　　  業　　  内　　  容

医療機関等重要給水施設までの配水幹線の耐震化を図 工事請負費 企 業 債

るとともに浄水場間の相互連絡管の整備を実施する。 委 託 料 国庫補助金

　本宮三丁目地内、前潟二丁目外地内、長橋町外地内、 出 資 金

　青山二丁目地内、月が丘一丁目外地内、 自 己 資 金

　上田四丁目地内、北天昌寺町地内

　　　　　　　　　　 　施工総延長　1,485ｍ 計 計

要望のあった地区の配水管整備を実施し未給水を解消 工事請負費 企 業 債

する。 自 己 資 金

　下太田田端外地内

　　　　　　　　　 　　施工総延長　　250ｍ 計

配水能力が不足している配水管の整備を実施する。 工事請負費 企 業 債

　東見前５地割外地内、上田三丁目、四丁目地内、 出 資 金

　南仙北二丁目地内 自 己 資 金

　　　　　　　　　 　　施工総延長　　235ｍ 計

道路改良事業に合わせ配水管の整備を実施する。 工事請負費 企 業 債

　津志田26地割地内、浅岸字二ツ森外地内、 負 担 金 出 資 金

　下田字牛転地内、下田字生出袋外地内 自 己 資 金

　　　　　　　　　 　　施工総延長　　965ｍ 計 計

下水道等の他事業により支障となる配水管の移設工事 工事請負費 工事負担金

を実施する。 自 己 資 金

　黒川11地割地内、東見前９地割地内、

　東中野字金勢前地内

　　　　　　　　　 　　施工総延長　　775ｍ 計

安定的水供給を図るため、配水調整区設定工事や流量 工事請負費 自 己 資 金

計設置工事を実施し、配水流量や水圧等を適正に管理

する。

　南大通三丁目地内、内丸地内

耐用年数を経過し漏水のおそれのある高級鋳鉄管及び 工事請負費 企 業 債

硬質ポリ塩化ビニル管の布設替えを実施する。 委 託 料 国庫補助金

　材木町地内、前九年二丁目地内、南大通三丁目地内、 出 資 金

　湯沢西三丁目地内、山岸六丁目地内 外 自 己 資 金

　　　　　　　　　 　　施工総延長　6,872ｍ 計 計

輻輳している給水管を整理統合し、漏水の未然防止、 工事請負費 企 業 債

維持管理負担の軽減を図る。 自 己 資 金

　中野二丁目地内

　　　　　　　　　 　　施工総延長　 　66ｍ 計

防災担当課からの要請に基づき消火栓を新設する。 工事請負費 負 担 金

  東見前８地割地内

玉山地域内における配水管の整備を実施する。 工事請負費 企 業 債

  渋民字岩鼻地内、日戸字鷹高外地内、刈屋地区 国庫補助金

　　　　　　　　　 　　施工総延長　6,523ｍ 出 資 金

自 己 資 金

計

建設改良費の主な内容

予算額（千円） 財源内訳（千円）

安 全 対 策
事 業

未給水地域
解 消 事 業

配
　
給
　
水
　
施
　
設
　
費

能 力 増 強
事 業

配水調整区
関 連 事 業

経 年 管
対 策 事 業

給水管整理
統 合 事 業

消 火 栓
整 備 事 業

配 水 管
整 備 事 業
(玉山地域)

道 路 改 良
関 連 事 業

下 水 道 等
関 連 事 業
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区分 工 事 名 等 事　　  業　　  内　　  容

耐震不凍給水栓設置工事 工事請負費 自 己 資 金

新設及び改造工事等で設置する新規メーター

　　　　　　　　　 　　設置予定数2,431個

事 務 費 人件費等 － 自 己 資 金

工事請負費 国庫補助金

委 託 料 出 資 金

自 己 資 金

計 計

工事請負費 企 業 債

委 託 料 国庫補助金

出 資 金

自 己 資 金

計 計

工事請負費 自 己 資 金

工事請負費 国庫補助金

委 託 料 出 資 金

自 己 資 金

計 計

工事請負費 自 己 資 金

工事請負費 企 業 債

国庫補助金

出 資 金

自 己 資 金

計

委 託 料 自 己 資 金

土地取得費

補 償 費 等

計

工事請負費 企 業 債

米内浄水場畑井野取水口災害復旧工事 委 託 料 国庫補助金

米内川護岸工事 自 己 資 金

計 計

事 務 費 人件費等 － 自 己 資 金

災 害 復 旧
事 業

水 質 管 理
セ ン タ ー
整 備 事 業

水質自動測定装置整備工事　３基

事　業　費　計

自 己 資 金

事　業　費　計

応急給水用
資機材整備
事 業

新 規
メ ー タ ー
取 付 費

機 械 及 び
装置取得費

予算額（千円） 財源内訳（千円）

浄
　
配
　
水
　
場
　
施
　
設
　
整
　
備
　
費

米内浄水場
整 備 事 業

米内浄水場非常用自家発電設備設置工事　外４件

配
　
給
　
水
　
施
　
設
　
費

（仮称）中屋敷ポンプ場建設(建築)工事　外４件

沢田浄水場
整 備 事 業

沢田浄水場脱水機更新(機械設備)工事　外５件

新庄浄水場
整 備 事 業

中津川取水場非常用自家発電設備設置工事　外４件

中 屋 敷
浄 水 場
整 備 事 業

経 年
導 送 水 管
更 新 事 業

新庄浄水場導水管更新工事　

浄水場等整
備 事 業

新米内浄水場整備関連経費
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区分 工 事 名 等 事　　  業　　  内　　  容

自 己 資 金

車両運搬具
取 得 事 業

給水車１台、軽自動車１台
車両運搬具
取 得 費

自 己 資 金

配 水 費 松園二丁目地内配水管クリーニング工事　外４件

事　業　費　計

建 設 改 良 費 合 計

保存工事の主な内容

費 用 区 分 事　　  業　　  内　　  容
事業費（千円）
財源：給水収益

そ
の
他
施
設
費

工 具 器 具
備 品
取 得 事 業

顕微鏡用デジタルカメラ１台　　外４件
工 具 器 具
備品取得費

事　業　費　計

予算額（千円） 財源内訳（千円）
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